
 

 

大規模災害時の法制度に関する抜本的な見直しを求める件 

 

平成 23 年３月に発生した東日本大震災は、東北・北関東沿岸を中心に広範囲にわ

たって甚大な被害をもたらした未曾有の大災害であった。東北最大の人口を抱え都市

機能が集積する仙台市においても、巨大津波と宅地崩落、ライフラインの途絶等によ

り、多大な被害と市民生活の混乱を経験し、都市の災害対応力をあらゆる面で高める

ことの必要性を痛切に実感させられたところである。 

殊に、市民の生命と健康を守る上で最も重要な住居の確保に関して、災害救助法に

おいて指定都市の市長が救助の主体に位置付けられていなかったため、迅速な対応を

行い得ず、被災者への応急仮設住宅の供与に当たり、いたずらに長期間を要する結果

となるなど、災害対応に係る制度上の問題が強く浮き彫りになった。 

昨今、平成 27 年９月関東・東北豪雨や、平成 28 年熊本地震の発生等、大規模災害

が頻発している。また、南海トラフ地震や首都直下地震等、大都市部を含む広い範囲

に大きな被害をもたらす巨大地震の発生のおそれも指摘されているところである。 

こうした大規模災害においては、市民に最も身近な基礎自治体として、災害時に直

接被災者への救助・支援に当たる役割を担い、かつ、大都市として総合的な災害対応

力・支援力を有する指定都市が、自らの判断と責任により、防災、応急救助、さらに

は復旧・復興まで、切れ目なく一体的に対応し得る体制を確立し、その持てる力を最

大限に活用していくことが、被災地域全体の被害最小化と早期復旧・再生に不可欠で

ある。 

よって、国会及び政府におかれては、来る大規模災害に備え、未だ半世紀以上前の

制定時の考えをベースとしている災害救助法や災害対策基本法について、上述の趣旨

を踏まえ、指定都市がその力を十分に発揮し、迅速かつ的確な救助・支援活動を行い

得るよう、指定都市市長の救助主体への位置付けと役割の明確化を含む災害対応法制

の抜本的な見直しを早期に行うことを強く要望する。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により、意見書を提出する。 
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